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福島市 会津若松市 いわき市
県北保健福祉事務所 合同庁舎 合同庁舎

震災前の平常時 0.04 0.04～0.05 0.05～0.06

2011年4月1日 2.74 0.24 0.66

9月1日 1.04 0.13 0.18

2012年3月1日 0.63 0.1 0.17

9月1日 0.69 0.1 0.1

2013年3月1日 0.46 0.07 0.09

9月1日 0.33 0.07 0.09

2014年3月1日 0.24 0.07 0.08

9月1日 0.25 0.07 0.08

１．空間線量率の経年変化

＜空間線量率マップ＞
（東京電力福島第一原発から80km圏内の地表面から1m高さの空間線量率）

＜空間線量率の推移＞
［単位：ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間］

＊調査地点の下の欄の数値は各日付の零時の値

(4月)

【出典データ】福島県 県内７方部 環境放射能測定結果

○ 東京電力福島第一原発事故以降、航空機モニタリングにより、地表面か
ら１ｍの高さの空間線量率（※用語解説参照）の状況を面的に把握しています。

○ モニタリングの測定結果を2011年11月と2014年9月で比較したとこ
ろ、測定地域により違いはあるものの、半径80ｋｍ圏内の空間線量率を
平均すると約55％が減少しています。

○ この期間における放射性セシウムの物理学的半減期（※用語解説参照）から
計算した空間線量率の減衰は約43%であることから、残りの約12％は、
風雨などの自然要因（ウェザリング効果）等により減少しているものと考え
られます（除染による低下も含まれます）。

【出典】 文部科学省 第4次航空機モニタリングの測定結果について（2011年12月16日) （当時）
原子力規制庁 東京電力福島第一原子力発電所周辺の航空機モニタリング[第8次]（2015年2月12日)

（2011年11月時点） （2014年9月時点）
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■■福島における放射線の状況■■

2.74
（4月）

0.25

※ 天然核種による空間線量率を含む。
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[2014年12月31日まで]

２．事故直後の外部被ばくの状況

【出典】福島県「県民健康調査」検討委員会（第18回）より作成

９９．８％

９９．９８％

県民健康調査「基本調査」の行動記録から推計した
外部被ばくによる実効線量の分布

（放射線業務従事者を除く）

○ 福島県「県民健康調査｣基本調査において、2011年３月11日から７月11日
まで｢いつ｣､｢どこに｣､｢どのくらいいたか｣などの行動記録から、事故直後の外部
被ばく線量（※用語解説参照）の推計を行っています。

○ 事故後4ヶ月間の外部被ばくによる実効線量推計値は、2014年12月31日ま
でに推計が終了した約44万8千人のうち、93.9％の方が２ミリシーベルト未満、
99.8％の方が５ミリシーベルト未満、99.98％の方が10ミリシーベルト未満
（最高値は25ミリシーベルト）という結果でした。

こうした結果から、福島県｢県民健康調査｣検討委員会では、｢放射線による健
康影響があるとは考えにくい｣と評価しています。
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■■福島における放射線の状況■■
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○ チェルノブイリ原発事故において、住民における放射線による健康影
響として確認されたのは小児の甲状腺がんでした。
⇒原子放射線の影響に関する国連科学委員会（2008年報告）

○ 東京電力福島第一原発事故の後、子どもたちの健康を長期に見守るた
めに、福島県では、｢県民健康調査｣において、震災時概ね18歳以下で
あった全県民を対象に、超音波を用いた精度の高い甲状腺検査を順次実

施しています（2014年12月31日現在 先行検査受診者数：298,577人。

○ また、子どもたちの健康を長期に見守るために、現時点での甲状腺の
状態を把握するための先行検査や継続して確認するための本格検査を平
成26年4月から実施しています。（2014年12月31日現在、本格検査：
106,068人）

○ 先行検査結果が確定した方の51.5％はA1判定で甲状腺に結節やのう
胞（体液の溜まった袋状のもの）を認めませんでした。また、47.7％の方は、
A2判定で小さな結節やのう胞を認めています。これらの結節やのう胞
のほとんどは通常の診断基準では｢所見なし｣とするサイズです。

５．甲状腺検査の状況

（2014年12月31日分まで）
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■■福島における放射線の状況■■

判定内容 人数（人）

Ａ１ 結節やのう胞を認めなかったもの 153,017 51.5

Ａ２ 5.0mm以下の結節や20.0mm以下ののう胞を認めたもの 141,778 47.7

5 .1mm以上の結節や20.1mm以上ののう胞を認めたもの 2,250

甲状腺の状態等から判断して、直ちに二次検査を要するもの 1

結果確定数 297,046

判定内容 人数（人）

Ａ１ 結節やのう胞を認めなかったもの 31,789 42.2

Ａ２ 5.0mm以下の結節や20.0mm以下ののう胞を認めたもの 42,911 57

5 .1mm以上の結節や20.1mm以上ののう胞を認めたもの 611

甲状腺の状態等から判断して、直ちに二次検査を要するもの 0

結果確定数 75,311

割合（％）

判定結果 割合（％）

Ａ判定 99.9

Ｂ判定 0.8

100

＜甲状腺検査（本格検査）の実施状況＞

<甲状腺検査（先行検査）の実施状況＞

［判定結果の説明］
　・Ａ１、Ａ２判定は次回の検査まで経過観察
　・Ｂ、Ｃ判定は二次検査（二次検査対象者に対しては、二次検査日時、場所を改めて通知して実施）
　※　Ａ２の判定内容であっても、甲状腺の状態等から二次検査を要すると判断した方については、Ｂ判定としています。

Ａ判定 99.2

Ｂ判定 0.8

Ｃ判定 0

Ｃ判定 0

99.9

判定結果



○ このような大規模かつ精度の高い調査はこれまで行われていなかっ
たため、小児で結節やのう胞を認める頻度や、検査結果に生じうるば
らつきは分かっていません。

このため、環境省が実施主体となり、福島県外の３県で県民健康調
査と同様の超音波検査を実施したところ、福島県の結果とほぼ同様で
した。

○「県民健康調査」において、これまでに検査を受けた人のうち、二次
検査が必要と判断された方は2,251人でした（2014年12月31日検査分

まで）。このうち、110人の方が「悪性ないし悪性疑い」と診断され、
うち86人ががん（※１）、１人が良性結節と確定診断されました。

○ 福島県県民健康調査検討委員会における専門家の見解では、先行検
査で発見された甲状腺がんについて、事故による子どもたちの被ばく
線量は低いこと、チェルノブイリ事故で甲状腺がんの増加が報告され
たのは乳幼児であった子どもが多く、事故後４～５年後のことでした
が、先行検査で甲状腺がんまたは疑いとされている乳幼児はいないこ
とを考慮すると「原発事故由来のものであることを積極的に示唆する
根拠は現時点では認められない」とされています。

○ 2014年4月以降は2011年4月2日から2012年4月までに出生し
た方にも拡大し、合わせて約36万８千人を対象にしています。

５．甲状腺検査の状況
（続き）
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■■福島における放射線の状況■■

A1 670 41.1 404 29.6 779 56.9 152,633 56.9

A2 939 57.6 947 69.3 582 42.5 141,379 42.5

三県調査は平成24年度実施、福島県県民健康調査甲状腺検査（先行検査）は平成26年10月31日現在

0.0

296,253 100100

Ａ

甲状腺検査（先行検査）

人数（人） 割合（％）

294,012 99.4

2,240 0.6

1

（計） 1,630 100 1,366 100 1,369

0.6

C 0 0.0 0 0.0 0 0.0

B 21 1.3 15 1.1 8

割合（％）

1,609 98.7 1,351 98.9 1,361 99.4

青森県（弘前市） 山梨県（甲府市） 長崎県（長崎市）

判定結果 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人）

「４．初期の内部被ばくの状況（事故直後の小児甲状腺スクリーニング検査）
東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管理のあり方に関する専門家会議

【参考】福島県外３県における甲状腺有所見率調査結果
（2012年11月～2013年3月に実施）

比較のため、福島県県民健康調査甲状腺検査（先行検査）結果を再掲

※1  110人のうち、人が乳頭がん、１人は低分化がん疑い。甲状腺がんの中でも乳頭がんは比較的性
質が穏やかで進行が遅く、早期治療すれば予後が非常に良いとされる。



2011年6⽉27⽇〜 2012年2⽉1⽇〜
2012年1⽉31⽇ 2014年12⽉31⽇

15,384⼈ 223,117⼈ 　238,501⼈（99.99%）

13⼈ 1⼈ 14⼈（0.01%）

10⼈ 0⼈ 10⼈（0.01%）

2⼈ 0⼈ 2⼈（0.00%）

15,409⼈ 223,118⼈ 238,527⼈（100%）

③ホールボディカウンタ車の巡回による県外での検査について

合　　計

①測定を実施した自治体

１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ未満

１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ

２ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ

３ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ

②測定実施機関

④測定結果（預託実効線量）　（2014年12月分まで：2015年1月30日発表）

合計

福島県内全59市町村

福島県、（独）放射線医学総合研究所、（独）日本原子力研究開発機構、南相馬市立総合病院、新潟県、弘前大
学医学部付属病院、広島大学病院、長崎大学病院

福島県では、県外に避難された方が受検できるようホールボディカウンタ車を巡回して検査を行っており、現在
までに栃木県、山形県、秋田県、宮城県、岩手県、京都府、兵庫県で検査が実施された。
（平成25年12月31日現在）

６．現在の内部被ばくの状況
（ホールボディカウンター検査）

＜福島県におけるWBCの測定結果＞

○ 福島県が実施しているホールボディカウンター（ＷＢＣ）検査では、現
在、食品摂取などによるセシウム134とセシウム137による内部被ばく
（※用語解説参照）の状況を検査・調査（※1）しています。

○ 2014年12月末までに約24万人に対して検査を実施したところ、
99.99％の方が、預託実効線量（※用語解説参照）で1ミリシーベルト未満
と推計されました。福島県では、検査を受けた全ての方の内部被ばく線量は、

｢健康に影響が及ぶ数値ではありません。｣と説明しています。

7

※１ 検査は2011年6月から始まっており、物理学的半減期（※用語解説参照） が短いヨウ
素131は検出されていない。

※ 預託実効線量：2012年1⽉までは2011年3⽉12⽇の1回摂取と仮定、2012年2⽉以降は2011年3⽉
12⽇から検査⽇前⽇まで毎⽇均等な量を継続して⽇常的に経⼝摂取したと仮定して、体
内から受けると思われる内部被ばく線量について、成⼈で50年間、⼦どもで70歳までの線量
を合計したもの。

【出典データ】福島県「ホールボディカウンターによる内部被ばく検査の実施状況」から作成

■■福島における放射線の状況■■
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【出典データ】ＵＮＳＣＥＡＲ報告書（２００８年） 【出典データ】ＵＮＳＣＥＡＲ報告書（２００６年）

【出典】ＵＮＳＣＥＡＲ報告書（２０００年）

13

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   13 2014/06/03   19:53:27



14

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   14 2014/06/03   19:53:30



15

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   15 2014/06/03   19:53:31



 

16

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   16 2014/06/03   19:53:32



 
 

17

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   17 2014/06/03   19:53:33



 

0
5000

10000
15000
20000

0
500

1000
1500
2000

0.
2

0.
2-

0.
4

0.
4-

0.
6

0.
6-

0.
8

0.
8-

1.
0

1.
0-

1.
2

1.
2-

1.
4

1.
4-

1.
6

1.
6-

1.
8

1.
8-

2.
0

2.
0 0

500

1000

1500

0.
4

0.
4-

0.
8

0.
8-

1.
2

1.
2-

1.
6

1.
6-

2.
0

2.
0-

2.
4

2.
4-

2.
8

2.
8-

3.
2

3.
2-

3.
6

3.
6-

4.
0

4.
0

0

1000

2000

3000

0.2  0.2-0.5 0.5-1.0 1.0  

 2012 7 9  
4,135  

0.4 /  
 2.9 /  

 2012 9 11  
3,225  

0.7 /  
 2.1 /

2012 11  2013 1  
16,223  

0.6 /  
 2.4 /  

18

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   18 2014/06/03   19:53:33



 
 

19

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   19 2014/06/03   19:53:35



1  

66.3% 

1 2 
28.1% 

2 3 
4.4% 

3 4 
0.9% 

4 5 
0.2% 

5  

0.1% 

1  
1 2 
2 3 
3 4 
4 5 
5  

1  

66.3% 

1 2 
28.1% 

2 3 
4.4% 

3 4 
0.9% 

4 5 
0.2% 

5  

0.1% 

1  
1 2 
2 3 
3 4 
4 5 
5  

20

T1402048／放射線リスクに関する修正.indd   20 2014/06/03   19:53:35



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    
    

    
    
    

.    ,  

【出典データ】IAEA報告書（2001）及び「原子力安全に関するIAEA閣僚会議に対する日本国政府の報告書」
（2011年6月）等
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